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１ 登記所備付地図とは

登記所備付地図
不動産登記法第１４条第１項に規定されている地図のことであって、不動産登記規則第１０条及び第１３条にお

いて作成方法及び記録事項が定められており、一定程度以上の精度を有し、登記された土地の区画及び地番を示す
もの

登記所備付地図は、各土地の筆界を確認し、測量等を行っ
た上で作成されるものであり、国土調査（地籍調査）、土地
改良、土地区画整理等の成果として作成される図面が大半を
占めている。
特に、国土調査の成果である「地籍図」の割合が多い。

境界紛争の未然防止等による土地取引の円滑化、土地資産の保全、災害復旧の迅速化、公共事業や民間開発事業
等におけるコスト縮減等

登記所備付地図があることによるメリット
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２ 地籍整備に関する政府方針
民活と各省連携による地籍整備の推進

（平成１５年６月都市再生本部）
「国において、全国の都市部における登記所備付地図の整備事業を強力に推進する」

都市部の地図混乱地域＋DID（人口集中地区）
（公図と現況が大きく異なる地域）

それ以外の地域

法務局による
法務局地図作成事業

地籍調査

その他の政府の施策
・所有者不明土地等対策の推進に関する基本方針（令和６年６月）
法務局地図作成事業の整備
・経済財政運営と改革の基本方針２０２４（令和６年６月）
法務局地図作成等を含む所有者不明土地等対策を進める

・成長戦略等のフォローアップ（令和５年６月）
登記所地図作成の見直し
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３ 地籍調査・登記所備付地図の現状

ＤＩＤ（人口集中地
区）

２７ ％

ＤＩＤ以外 ５４ ％
合計 ５３ ％

地籍調査進捗率（令和５年度末）

東京都 ２５ ％
大阪府 １０ ％
愛知県 １４ ％

都市圏地籍調査進捗率（令和５年度末）
総枚数(図郭)
約742万枚
（R6.4.1）

国土調査による
地籍図

約324万枚

土地改良図等の
土地所在図等
約108万枚

法務局作成地図
約4万枚

旧土地台帳
附属地図
約228万枚

その他
約78万枚

登記所備付地図
約59 ％

（約436万枚）

地図に準ずる図面
約41 ％

（約306万枚）

登記所備付地図の現状（令和５年度
末）
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４ 法務局地図作成事業の概要
登記記録には、不動産の物理的状況（地目、地積等）及び権利関係を記録

土地の位置・区画（筆界）を明確にするため、登記所に地図を備え付ける事業を、全国で実施中

地図が整備されていないと、

⇨ 不動産の流通や公共事業の円滑な実施が妨げられるほか、道路・下水道整備等の社会基盤の整備にも支障を来し、都市再生の支障となるなど

種々の弊害が生ずる。

⇨ 土地の重要な情報基盤として、政府方針により、計画的に整備

登記記録だけでは、その土地が現地のどこに位置し、どのような形状を有しているかが明らかにはならない。

事業名 実施主体 実施地域

地図作成事業 法務省
（法務局）

都市部における人口集中地区(DID)の地図混乱地
域

地籍調査 市区町村等 上記を除く地域

［役割分担］

登記所備付地図公図
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５ 法務局地図作成事業の効果

作業前

効果➊土地取引の活性化が進みます。

作業後

効果➋境界をめぐるトラブルが未然に防げます。

効果➌地震や豪雨等の災害が発生して土地の境界
が不明になっても、復旧・復興の迅速化が図れます。

効果➍都市開発事業及び計画道路などのイン
フラ整備を円滑に実施することができます。
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６ 法務局地図作成事業の流れ
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７ 筆界の確認
（所有者等の立会いが得られないことについて相当の理由がある場合）
※相当の理由・・・所有者等が遠隔地に居住している場合、所有者等が高齢・障害等を理由として現地での立会いを行うこ

とが困難な場合
・所有者等の立会いを得ずに調査できる（法務省不動産登記法第14条第１項地図作成作業規程２１条４項）。

→筆界案の送付又は提示により調査・確認を行う（作業規程２１条５項） 。

（所有者又はその代理人の同意の有無にかかわらず，筆界の確認が可能な場合）
・当該筆界について、筆界確定訴訟に係る判決が確定している場合（作業規程２２条２項１号）

・当該筆界について、筆界特定がされている場合（同項２号）

・境界標又は恒久的地物により筆界点の位置が明確な場合であって、不動産登記規則第
１０条第４項に規定する誤差の限度で一致する地積測量図がある場合（同項３号）

・登記記録、地図に準ずる図面及び登記簿の附属書類の内容、関係官公署及び所有者その他利害関係人が所有する書類
等、土地の地形、地目、面積及び形状並びに工作物、囲障又は境界標の有無その他の状況及びこれらの設置の経緯その
他の事情を総合的に考慮して、現地における筆界の位置を明確に特定できる場合（同項４号）

上記の方法を尽くしてもなお筆界の確認ができない場合（同法３項） → 筆界未定地

※「筆界の確認」は、表示に関する登記における登記官による筆界確認や筆界特定登記官による筆界特定と同様に、過去に登記された筆界を客観的資料
に基づき、その位置を明らかにするものであるから、その手法や考慮すべき事項についても違いがない（筆界特定登記官が筆界を特定するに当たって考慮
すべき事項を定めた不動産登記法第１４３条第１項の規定に準ずる。）。

７



８ 法務局地図作成事業の新整備計画（R７．４～）
経 緯

※法務局地図作成事業と地籍調査は、いずれも精度の
低い公図をより精度の高い登記所備付地図にするもの

登記所備付地図(精度高い)

〇法務局地図作成事業とは
登記所備付地図

地図混乱地域

法務局地図作成事業

地籍調査（市町
村）

ＤＩＤ（人口集中地
区）(13,250㎢／総人口の

70%)

新整備計画（R7.3策定）

〇 これまでと同様にDIDかつ地図混乱地域を対象とする10か年計画を基本
としつつ、災害リスクやまちづくりに対応するという事業の意義を踏まえて
事業類型を整理。併せて、対象面積が比較的小さい地区でも、必要に応じて
事業の実施を検討

公図(精度低い)○ 登記記録だけでは、その土地が現地のどこに位置し、どのような形状を有しているかが
明らかにならないため、登記所備付地図により、土地の位置・区画を明確にすることが重要

○ 登記所備付地図は、防災・まちづくりや不動産の流通を支える基本的インフラ

○ 法務局では、都市部のDIDかつ地図混乱地域を対象に登記所備付地図を整備する法務局
地図作成事業を全国で計画的に推進（全国の法務局地図作成事業による単年度の経済効果は３００億円
を超え、予算規模の約９倍に上るとの推計）

○ 従来の整備計画（H２７～R６年度）が終了することから、次期地図整備計画（R７年度～）
の策定に向け、有識者検討会の提言を踏まえて下記の基本方針を公表（R6.3）

防災・まちづくり型（10か年計画）
→１０か年で合計２００㎢
全国の法務局で実施

大都市特化型（10か年計画）
→１０か年で合計３０㎢
特に大都市部において実施
管区局（東京、大阪、名古屋など）に加え、
新たに、新潟、静岡、岡山で実施

被災地域復興型（随時）
→東日本大震災・熊本地震の被災地に
おいて実施を継続しつつ、大規模災害
の被災地域での実施を随時検討

２

３
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〇 防災・減災、災害からの復旧・復興の円滑化と、社会情勢等の変化に対応
したまちづくりの促進の観点を踏まえて考慮要素を整理し、優先度の高い地区
で優先実施

〇 地域の実情を熟知する自治体からの要望を踏まえて、実施地区を選定

（考慮要素の例）
◎災害に関する法定計画に含まれる地域（南海トラフ地震、首都直下地震等）
◎防災・減災に資する公共事業・開発計画が存在する地区
◎都市開発等の都市の活性化につながる計画が存在する地区
○ハザードマップにおける災害リスクが高い地区
○インフラ整備に係る公共事業・開発計画が存在する地区
○自治体が狭あい道路の解消を進めている地区

〇 大都市の枢要部の地図整備を加速化

新整備計画の概要基本方針
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９ 住所等変更登記の義務化（Ｒ８．４～）
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＊ 住所等変更登記の義務化フライヤー
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